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秦野市子ども・子育て支援事業計画
に係る具体的支援策等

実施状況報告書



計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的
支援策等

最終年度
（平成３１年度）

目標確保（見込）量

計画における
平成３０年度

目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み
担当課

等
の評価

担当課等

① ② ③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

各課等における平成30年度の目標確保量です。確保量の設定が難しい場合、「－」を記載しています。

平成30年度の確保実績です。数値での表記が難しい場合、「－」を記載しています。

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ

担当課等を記載しています。

⑦　各課等の平成30年度目標確保量

⑥　計画における平成30年度目標確保（見込）量

⑫　担当課等

⑧　平成30年度実績確保量

⑨　平成30年度実施状況及び効果

⑪　担当課等の評価

⑩　今後の取組み
今後の取り組みについて記載しています。

平成30年度の実施状況及び効果を記載しています。

計画どおり・計画を上回った（１００％以上）
概ね計画どおり（８０％から９９％まで）
若干異なった（５０％から７９％まで）

計画書掲載の、平成30年度の目標確保量です。計画において、目標確保量が数値として示されていない場合、見込量を記載しています。
また、目標確保量・見込量がともに設定されていない場合、「－」を記載しています。

⑥の「目標確保（見込）量」（⑥がない場合は、⑦の「目標確保量」）に対し、⑧における実績確保量がどうであったかについて、
Ａ～Ｄの４段階で評価を記載しています。

大きく異なった（０％から４９％まで）

⑤　最終年度（平成31年度）目標確保（見込）量（中間見直し後の数値となっています。）

事業の内容を記載しています。（中間見直し後の内容となっています。）

計画書掲載の、最終年度（平成31年度）の目標確保量です。計画において、目標確保量が数値として示されていない場合、見込量を記載
しています。また、目標確保量・見込み量がともに設定されていない場合、「－」を記載しています。

はじめに

①　計画書掲載頁

③　具体的支援策等

④　事業内容

事業内容

④

②　計画書項目

秦野市子ども・子育て支援事業計画書（以下「計画書」という。）の掲載頁を記載しています。

計画書の項目番号を記載しています。

具体的支援策等の名称を記載しています。

１　目的
　　秦野市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）において、秦野市子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」という。）における施策の
　実施状況を調査審議するために、報告書としてとりまとめ、今後の計画的な推進や計画の見直し等に反映させていきます。
２　内容
　　本報告書は住民代表や学識者、関係機関から成る会議において、事業内容の評価と改善についての検討を行い、計画の具体的支援策の実績確保量
　実施状況及び改善点等を調査審議するものです。
３　実施状況表



第４章　子ども・子育て支援施策

計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

P32
4-1-
(1)

教育・保育の量の確保

　認可保育所の新・増設
（定員増含む）や公立幼稚
園の公私連携型認定こども
園化などの確保方策を進
め、平成３１年度末を目標
年次として教育・保育の場
の提供と量の確保を進めま
す。

１号認定
：２，７１７人
２号認定
：１，５１８人
３号認定（０歳）
：１５４人
３号認定（１～２歳）
：９４２人

１号認定
：２，８２７人
２号認定
：１，４３６人
３号認定（０歳）
：１４８人
３号認定（１～２歳）
：８７０人

１号認定
：２，８２７人
２号認定
：１，４３６人
３号認定（０歳）
：１４８人
３号認定（１～２歳）
：８７０人

１号認定
：２，８２１人
２号認定
：１，４２２人
３号認定（０歳）
：２３７人
３号認定（１～２歳）
：７９４人

・みなみがおか幼稚園を公
私連携幼保連携型認定こど
も園に移行し、定員拡大
（１号認定１００人、２号
３号認定９０人）
・幼保連携型認定こども園
（１園）が１号認定の定員
増（６人）、幼保連携型認
定こども園（１園）が３号
認定（０歳）の定員減（５
人）

・第２期計画における目標
確保量に応じ、引き続き教
育・保育の場の提供と量の
確保を進める。

B 保育こども園課

P33
4-1-
(2)

教育・保育の質の向上

　短期大学等の指定保育士
養成施設や大学等との連携
を図り、幼稚園教諭と保育
士に対し十分な研修と処遇
の改善を行い、保育量だけ
でなく質の確保に務めま
す。

― ― ― ―

・職員の資質向上を図るた
め、研修情報の提供に努め
たほか、市独自の研修事業
も実施した。

・引き続き、職員の資質の
向上を図るための研修情報
の提供に努めるとともに、
必要に応じた支援を行う。 A 保育こども園課

4-2-
(1)

利用者支援事業
（保育コンシェルジュ）

　子育て家庭からニーズの
多い、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等に関
するきめ細やかな情報提供
や相談、助言を実施する相
談員を配置し、保育を希望
する保護者の相談に応じ、
個別ニーズに合った保育
サービスの情報提供に努め
ます。

保育コンシェルジュ
：１人

保育コンシェルジュ
：１人

保育コンシェルジュ
：１人

保育コンシェルジュ
：１人

・教育・保育施設や地域の
子育て支援の事業等の利用
について情報集約と提供を
行うとともに、保護者の相
談に応じ、必要な情報提
供・助言を行った。

・引き続き、教育・保育施
設や地域の子育て支援の事
業等の利用について情報集
約と提供を行うとともに、
保護者の相談に応じ、必要
な情報提供・助言を行う。 A 保育こども園課

4-2-
(2)

地域子育て支援拠点事業

　乳幼児を持つ親とその子
どもが気軽に集い、交流を
図り、育児相談ができる場
を、身近な地域に設置し、
子育てに対する負担感の緩
和、社会的孤立の解消など
を図ります。 ぽけっと２１

：７箇所
ぽけっと２１
：７箇所

ぽけっと２１
：７箇所

ぽけっと２１
：７箇所

・計７箇所のぽけっと２１
の利用状況は良好。（７箇
所平均利用者数３３人/日）
常駐アドバイザーが利用者
に寄り添い、相談などにも
適切に対応していることか
ら、利用者の癒しの場と
なっている。また、親子で
ゆったりと過ごしながら保
護者同士が楽しく交流し情
報交換、気分転換できる場
を提供することができた。

・計７箇所のぽけっと２１
に加え、昨年度、市民提案
型協働事業としてスタート
した「居場所プロジェクト
(子育てサロン)」を支援し
ていく。
・利用状況の調査や利用者
の意見の聴取等を行い、今
後も、利用者ニーズに対し
適切に、そして時代に即し
た対応をしていけるよう努
める。

A 子育て総務課

P35
4-2-
(3)

妊婦健診事業

　妊婦の健康保持及び健康
な赤ちゃんを産み育てるた
め、妊婦と胎児の健康管理
に努めます。

事業対象者見込み量
：１３，５００回

事業対象者見込み量
：１３，５００回

事業対象者見込み量
：１１，０８０回

事業実績量
：１０，７９６回

・妊娠届出の際、母体と胎
児の健康増進のために、受
診に関する説明と共に受診
勧奨を個別に行った。
・平成２９～３０年度の妊
娠届出件数は横ばいである
が、実績は減少した。年度
内の届出者と受診者は必ず
しも一致していない。
・里帰り出産等の理由での
償還払いについても、適切
に処理できた。

・引き続き妊娠届出時には
全数個別に、健診に関する
説明を丁寧にわかりやすく
行う。
・特に不安がある、また
は、医療機関から保健指導
が必要との指示があった妊
婦については、継続支援に
努める。

B こども家庭支援課

平成３０年度　秦野市子ども・子育て支援事業計画に係る具体的支援策等実施状況

P34

1



計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

P35
4-2-
(4)

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん訪
問事業）

　生後4か月までの乳児のい
るすべての家庭を訪問し、
様々な不安や悩みを聞き、
子育て支援に関する情報提
供等を行うとともに、母子
の心身の状況や養育環境等
の把握及び助言を行い、支
援が必要な家庭に対し、適
切なサービスの提供につな
ぐことにより、子どもの健
やかな成長を図ります。

事業対象者見込み量
：１，０９８人

事業対象者見込み量
：１，０４３人

事業対象者見込み量
：９０３人

事業対象者
：８７６人

・新生児訪問事業による訪
問（第１子、低出生体重児
等）は５３７人。
・こんにちは赤ちゃん訪問
事業による訪問（上記以外
の第２子以降等）は３３９
人。
・地域や行政の子育て情報
を幅広く伝え、子育ての悩
みを傾聴する等して、子育
て家庭の孤立化防止に努め
ている。また、支援が必要
な家庭を早期に把握し、適
切な支援に結び付けてい
る。

引き続き、生後４か月まで
の乳児がいるすべての家庭
への訪問事業を実施する。
特に、未訪問家庭の減少や
支援が必要な家庭の早期把
握・対応に努めていく。

B こども家庭支援課

4-2-
(5)

養育支援訪問事業

　継続して養育に関する支
援が必要と判断した家庭に
訪問し指導・助言等をする
ことにより、適切な養育の
実施を確保します。

事業対象者見込み量
：２０人

事業対象者見込み量
：２０人

事業対象者見込み量
：４０人

事業対象者
：３９人

・育児家事援助２世帯（２
人）、専門的相談支援１５
世帯（３９人）、実利用人
数１５世帯３９人。
・育児家事援助について
は、社会福祉協議会へ委託
（ホームヘルパーの派
遣）。
・専門的相談支援は、子育
て若者相談課の保健師等が
対応。

・引き続き、乳児家庭全戸
訪問事業等により把握した
養育支援が必要な家庭に訪
問し、育児家事援助や相談
的専門支援を実施する。
養育支援が必要な対象家庭
の把握や育児家事援助の充
実に努めていく。

B こども家庭支援課

4-2-
(6)

子育て短期支援事業
（ショートステイ事業）

　保護者の病気その他の理
由で、家庭において児童を
養育することが一時的に困
難となった場合に、宿泊を
伴った一時預かりを行いま
す。現在、市内に児童養護
施設等がないことから具体
的な確保方策を設定してい
ませんが、今後、既存事業
や施設の活用を含め、ニー
ズに対応した取り組みを検
討していきます。

事業対象者見込み量
：３，３４７人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×利
用日（延べ人数）です。

事業対象者見込み量
：３，３４７人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×利
用日（延べ人数）です。

－ － －

・今後も既存事業や施設の
活用を含め、見込み量に対
応した取り組みを検討す
る。

－ －

4-2-
(7)

子育て援助活動支援事業
（ファミリーサポートセ
ンター）

　地域の支援員が連携して
子育て支援を行う事業とし
て定着していますが、多様
化する保育ニーズに対応で
きるよう取り組んでいくと
ともに、制度の内容を知ら
ない保護者もいるため、新
たな周知方法を検討し、利
用者の拡大を図ります。

支援会員数
：９，０００人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×利
用日（延べ人数）です。

支援会員数
：８，０００人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×利
用日（延べ人数）です。

支援会員数
：８，０００人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×利
用日（延べ人数）です。

支援会員数
：８，０００人日
（実利用者数
：６，１２９人日）

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×利
用日（延べ人数）です。

・利用内容は保育所や学校
（学童保育含む）への送迎
や帰宅後の預かりが約３/４
を占めた。その他、年々多
様化する保育ニーズに柔軟
に対応することができた。
・非課税又は生活保護受給
世帯の依頼会員の利用料を
１/２とする助成制度を実施
（平成２９年９月～）。低
所得世帯利用時の経済的負
担の軽減を図った。

・既存の保育サービスでは
対応できない変則的な保育
ニーズに、より柔軟に対応
できるよう、事務局のアド
バイザーや支援会員のスキ
ルアップに努め、事業全体
の資質の更なる向上につな
げるとともに、事業の周知
を今後も積極的に行ってい
くことで、依頼会員や利用
件数の増に努める。

A 子育て総務課

P36

2



計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

①市立幼稚園預かり保育

　市立幼稚園14園のうち13
園（1園は一時預かりを実
施）で実施しており、引き
続き、保護者の就労や疾病
のほか、リフレッシュ、園
児同士の交流など多様化す
るニーズに対応していきま
す。

確保量
：２３，１００人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×開
設日（延べ人数）です。

確保量
：２１，９００人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×開
設日（延べ人数）です。

確保量
：１４，０００人日

※左記１４園分を９園に
按分

確保量
：４３，５６０人日

※９園×２０名定員×
２４２日開設として算出

・平成３０年度の延べ利用
人数は１４，４５２名。
・園児数が減少する中、一
人当たりの平均利用日数
は、前年度の約３．９日に
対し、今年度は約４．３日
とやや増加した。

・引き続き安定した受け入
れ態勢を確保するととも
に、安心して利用していた
だけるよう利用促進を図り
たい。 A 教育総務課

②一時預かり事業（保育
所）

　一時預かり事業に影響を
与えている待機児童対策を
一層強化するとともに、民
間保育所等と連携し、実施
する保育所の拡充を図って
いきます。

確保量
：１０，４５３人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×開
設日（延べ人数）です。

確保量
：８，８２９人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×開
設日（延べ人数）です。

確保量
：８，８２９人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×開
設日（延べ人数）です。

利用実績
：８，０１６人日

※単位の「人日」とは１
日あたりの利用者数×開
設日（延べ人数）です。

・保護者の一時的な疾病、
出産、介護等の多様な保育
需要に対応するため、公立
認定こども園５園及び民間
保育所等９園において実施
した。

・一時預かり事業に影響を
与えている待機児童対策を
一層強化するとともに、新
規に開設する保育所等での
実施について事業者にも投
げかけるなどして、安定的
な確保を推進していく。

B 保育こども園課

P38
4-2-
(9)

延長保育事業

　多様化する保育ニーズへ
の対応や新制度の施行に伴
い、利用児童数の増加が見
込まれることから、延長保
育実施園に対する支援を継
続します。

実施施設
：１８か所

実施施設
：１８か所

実施施設
：１８か所

実施施設
：１８か所

・内訳
　公立認定こども園　５園
　民間保育所等  　１８園

・多様化する保育ニーズに
対応していくため、今後
も、引き続き延長保育実施
園に対する支援を継続して
いく。

A 保育こども園課

P38
4-2-
(10)

病児・病後児保育事業

　本市では、新たな子育て
支援策として、平成26年10
月からひろはたこども園に
おいて病気の回復期にある
児童を看護師と保育士が付
き添い、専用の保育室で保
育する病後児保育事業を開
始しました。これにより、
児童の早期回復と保護者の
子育てと就労等の両立を支
援していきます。

確保量
：７３８人

確保量
：７３２人

確保量
：７３２人

確保量
：７３２人

・利用実績１１２人
・市内保育所などへのパン
フレット配架等の周知に努
めた。また、平成３０年４
月からは中井町との地域利
用協定に基づき中井町の児
童を受け入れる体制とし
た。

・対象となる保護者等に対
し周知を働きかけ、児童の
早期回復と保護者の子育て
と就労等の両立を支援を継
続していく。

A 保育こども園課

P39
4-2-
(11)

放課後児童健全育成事業

　保護者のニーズに対応で
き、また、今後も安定した
受入れに向けて、環境整備
に取り組むとともに、民間
事業者に対する支援に取り
組みます。放課後子ども教
室については、拡充に向け
て実施を希望する学校区の
調査、把握に努めていきま
す。

事業対象者見込み量
：１，１９０人

事業対象者見込み量
：１，１７１人

見込み量
：１，１７１人

実績確保量
：１,１００人

・利用率は過去の平均で登
録児童数の７０％程度を見
込んでいいるため確保量分
の人数は確保できている。

・利用者増に伴う公立の児
童ホームの新たな教室の確
保については、教育委員会
を通じて調整していく。

B こども育成課

4-2-
(8)

P37
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

・こども相談

　児童虐待の未然防止、早
期発見・早期対応を図るた
め、要保護児童対策地域協
議会の機能を活用し、関係
機関と連携した要保護児童
支援を行う。

― ―

家庭相談員５人、児童心
理相談員２人、心理相談
員２人を配置し、１８歳
未満の子どもに関する相
談に対応する。

家庭相談員５人、児童心
理相談員２人、心理相談
員２人を配置し、１８歳
未満の児童に関する相談
に対応した。

・新規延べ相談人数
(1)養護相談：３１４人
(2)保健相談：０人
(3)障害相談：２０人
(4)非行相談：１人
(5)育成相談：１８２人
(6)その他　：３人

・児童の発達検査や心理面
接、保護者への相談対応を
通して、養育や生活に関す
る不安・負担を軽減し、保
護者の養育を支援すること
ができた。

・相談員の増員及び質の向
上を図り、子ども家庭総合
支援拠点の整備に努めてい
く。

A こども家庭支援課

・母子家庭等自立支援教
育訓練給付事業

　母子家庭等の自立を促進
するために、スキルアップ
を支援する。母(父)子家庭
の母(父)が雇用保険の教育
訓練給付の講座を受講し、
終了した場合に経費の一部
を支給する。

― ― 対象者：３人 対象者：３人

・母子家庭等の親が資格を
取得することにより、就業
につながり生活の安定を図
ることができた。

・様々な機会を利用して事
業の周知を図り、利用者の
拡大に努める。
・国において母子家庭等の
自立支援が推進される中、
本市でも引き続き支援して
いく。

A 子育て総務課

・母子家庭等高等職業訓
練促進給付金等事業

母(父)子家庭の母(父)が就
職を容易にする資格を取得
し、生活の安定を図ること
ができるように支援する。
養成機関で１年以上の教育
課程を終業し、対象資格の
取得が見込まれる者に一定
額を支給する。

― ― 対象者：１４人 対象者：１１人

・母子家庭等の親が資格を
取得することにより、就業
につながり生活の安定を図
ることができた。

・様々な機会を利用して事
業の周知を図り、利用者の
拡大に努める。
・国において母子家庭等の
自立支援が推進される中、
本市でも引き続き支援して
いく。

C 子育て総務課

②ひとり親家庭の自立支援の推進

①児童虐待防止

P41
4-3-
(2)
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

・障害児デイサービス事
業（たんぽぽ教室）

　発達の遅れや障害の疑い
がある就学前の児童に対
し、心身の発達を促し、機
能回復を図るため、個々の
状況にあわせた訓練指導を
行うとともに、保護者への
指導・助言をあわせて行
う。

― ―
利用者数
：４９６名/年間

利用者数
：４５８名/年間

・心身に発達の遅れや障害
のある就学前の児童とその
親に対して実施。
・「食事」「排泄」「着
脱」などの日常生活訓練を
実施し、児童のよりよい発
達を促す。

・保護者面接を定期的に実
施、日々の療育についての
記録を充実させるなど改善
を図った。

B 障害福祉課

・ことばの相談室

　就学前の児童（健常児・
障害児）を対象に、言葉の
発達上の問題及び精神発達
上の問題について、相談・
指導・訓練を行う。

― ―
新規発達検査
:１７０件

新規発達検査
:１６５件

・近年グレーゾーン（境界
線級）と言われる児童の利
用が増えている。
・心理・発達検査のほかに
個別訓練、グループ訓練を
行い、発達に応じた訓練を
実施するなど療育の充実に
努めた。
・申請者数は２０２件（平
成２９年度は２３３件）と
なっている。

・限られた予算の中、利用
者数の増大に対応するた
め、たんぽぽ教室と連携し
ながら充実を図る。
・新規で発達検査を受ける
方の待ち時間の解消 B 障害福祉課

・障害児早期療育推進事
業

　就学児童を対象に、障害
の早期発見並びに早期療育
事業の推進のため、関係機
関等が早期に連携を保ち総
合的に処遇を図る。

― ― 療育相談員４名 療育相談員４名

・発達に心配のある乳幼児
の保護者に対し、療育資源
を紹介する療育相談員を配
置。
・関係機関・施設等と連携
を図り、障害の早期発見及
び早期療育に努めた。
・統合教育・保育の実施に
当たり、専門家を交えて早
期療育事業推進会議を実施
し、統合を利用するべき適
切な判断に努めた。

・早期療育システムの円滑
な運営及び関係機関と連携
を推進する。

A 障害福祉課

巡回相談回数７５回

巡回相談
保育園１１園×１回、１
２園×２回
＝３５回
こども園５園×３回
＝１５回
幼稚園９園　計４４回
総数　９４回

・保護者の了解の前提のも
と、必要によっては園に出
向き観察保育を実施しなが
ら運用に努めた。
・年３回の巡回相談に療育
相談員を派遣し、対象ケー
スの経過観察に努めた。

・早期療育システムの円滑
な運営及び関係機関との連
携を推進する。

A 障害福祉課

― ―

・関係各課、認定こども園
及び保育所等との連携と情
報交換を行ったことによ
り、統合保育の推進を図る
ことができた。

・今後も引き続き、関係各
課、認定こども園及び保育
所等との連携と情報交換を
行うことにより、統合保育
の推進を図っていく。

A 保育こども園課

　園児、保護者、教職員
等より保育支援、面談等
併せて６０件の対応。

　園児、保護者、教職員
等より保育支援、面談等
併せて５８件の相談に対
応した。

・保護者の了解を前提のも
と、必要に応じて園に出向
き、観察保育を実施しなが
らシステムの運用に努め
た。
・各幼稚園における事例へ
の支援体制を整えるために
臨床心理士を派遣するとと
もに、ケース会議等を活用
しながら教員の資質向上に
努めた。

・引き続き、個別の支援が
必要な就学前園児に対して
適切な支援ができるように
取り組む。

B 教育指導課

　集団生活の中で、個別の
支援が必要な児童に対して
の統合保育・統合教育を実
施する。
また、早期療育システムの
円滑な運営及び関係機関と
の連
携を推進する。

―

③障害児施策の推進

・統合保育・教育の実施

P41
4-3-
(2)

―
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

・働き方の見直しを促進
する啓発活動

　すべての人が仕事と家庭
を両立できるような働き方
を選択できるようにすると
ともに、男性・女性にかか
わらず、また労働者・事業
者にかかわらず「働き方の
見直し」の意識を高めるこ
とが必要です。そこで、国
や県が実施する各種啓発事
業の周知を図っていきま
す。

― ―

　労働法や仕事と育児・
介護の両立に向けた支援
制度の活用について、チ
ラシの配架及び市ＨＰへ
の掲載を随時行う。

　労働法や仕事と育児・
介護の両立に向けた支援
制度の活用について、チ
ラシの配架及び市ＨＰへ
の掲載を随時行った。

・国、県等と連携し労働法
や働き方、仕事と育児・介
護の両立に向けた支援制度
の活用についてチラシ配架
及び市ＨＰに掲載すること
で啓発を図った。

・今後も継続して、国や県
等と連携を図り、労働法や
仕事と育児・介護の両立に
向けた支援制度の広報や啓
発に努めていく。

A 産業振興課

・女性の就業支援の充実

　現在、市主催の就職支援
個別カウンセリングにおい
ては、女性専用相談日を設
置するとともに、保育ボラ
ンティアによる保育も実施
していますが、さらに就業
意欲のある女性を支援して
いくため、本事業や就労に
関する各種相談会等のより
一層の周知・利用促進を
図っていきます。

― ―

　労働講座を３日間、街
頭労働相談会を２回開催
し、求職者就職支援カウ
ンセリング時の保育を１
２回実施する。

　労働講座を３日間、街
頭労働相談会を２回開催
し、求職者就職支援カウ
ンセリング時の保育を１
２回実施した。

・県と共催し、働き方改革
の骨子である長時間労働の
是正等をテーマとした労働
講座を２月、３月に３日間
開催した。
・県と共催し、街頭労働相
談会を２回（５月、２月）
実施した。
・求職者就職支援カウンセ
リングで女性専用日を４日
間実施した。また、保育ボ
ランティアによる保育を４
月から毎月１日（計１２
日）実施し、女性の就労支
援に努めた。

・労働法の周知を図るた
め、今後も継続して労働講
座を実施していく。
・県と共催し、街頭労働相
談会を継続して実施してい
く。
・求職者就職支援カウンセ
リング時において、女性専
用日や保育の実施日を次年
度以降も継続して設置し、
女性の就労支援に努めてい
く。

A 産業振興課

P43
4-3-
(3)
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第５章　市独自の支援策

計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

母子保健コーディネー
ターの配置

　妊娠届出時等の際、妊婦
等が抱える不安を受け止
め、必要に応じた生活状況
を把握し、本人の意思を十
分に確認したうえで支援計
画を立てます。必要な支援
を総合調整し、それらの効
果を評価・確認しながら、
母子の自立までを包括的・
継続的に支えていきます。

― ―

２名配置 ２名配置 ・母子保健コーディネー
ター２名を中心として、全
妊婦を対象に面接により母
子健康手帳交付を行った。
・保健師と訪問助産師との
連携により、切れ目のない
支援に努めた。

・引き続き、母子保健コー
ディネーターと保健師及び
訪問助産師等と連携を十分
とることで、妊娠期からの
支援により、安心して子育
てできるように努める。

A こども家庭支援課

産前・産後サポート事業

　先輩ママやシニア世代が
子育て家庭を訪問し、話し
相手や一緒に外出するなど
きめ細やかな支援を行いま
す。

― ―

４か月児健康診査時ふれ
あいサロンほっとコー
ナー
：１，０２０組

４か月児健康診査時ふれ
あいサロンほっとコー
ナー
：８６５組

・出産後、市で初めての健
診であり、きょうだい児と
同行している場合にも保護
者は緊張や戸惑いを持つこ
とも多いため、サロンがあ
ることで母親等は安心して
受診できたという声が聞か
れた。

・国の示す事業内容と体制
は異なるが、先輩ママやシ
ニア世代にあたる、民生委
員・児童委員が社会福祉協
議会の協力のもと、今後も
継続予定。
・産前から産後にかけて特
にサポートを要する家庭に
ついては、引き続き地区担
当保健師が対応していく。

B こども家庭支援課

産後ケア事業

　産後の心身ともに不安定
な時期に、家族等から家
事、育児等の十分な援助が
受けられない者で、母親に
体調不良または育児不安等
がある母子を対象とし、宿
泊やデイケアサービス（母
体ケア、乳児ケア、育児に
関する指導、カウンセリン
グ等）を実施し、心身の安
定と育児不安の解消を図
り、児童虐待の未然防止を
図ります。

― ―

・妊娠・出産包括支援事
業検討会１回開催
・候補事業者との打合せ
２回開催

・妊娠・出産包括支援事
業検討会１回開催
・候補事業者との打合せ
２回開催

・妊娠・出産包括支援事業
検討会１回開催
・民設民営の事業実施に向
けた候補事業者との打合せ
２回
・市直営実施に備えて、試
行実施２回。
・近隣自治体に視察。
・面接や電話、訪問によ
り、母子保健コーディネー
ター、訪問助産師、保健師
の連携により、母親の心身
の安定と育児不安の解消に
努めた。

・平成３１年度から、市直
営の日帰り型産後ケア事業
開始。
・候補事業者とは継続的に
検討するが、具体的な方向
付けを目指す。
・産前産後の心身共に不安
定な時期に、安心につなが
るサポートができるよう、
継続して訪問等において親
子支援を丁寧に行う。

B こども家庭支援課

母子健康手帳の交付及び
妊婦面接

　妊娠届出書を受理し、母
子健康手帳を交付します。
妊婦との面接により妊娠か
ら出産に向けた不安等に対
応し、子育てまでの継続的
な支援の開始とします。

― ―

・妊娠届出数
：１，０００件
・母子健康手帳交付数
：１，０００件
・妊婦面接数
：１，０００人

・妊娠届出数
：９３８件
・母子健康手帳交付数
：９４９件
・妊婦支援（実）
面接：９９６人（転入者
５８人を含む）、
電話：３５０人、
訪問：１３人

・母子健康手帳の見直し、
「親子健康手帳」に変更
し、両親で子育てをする意
識の向上を図った。
・専門職が全妊婦を対象に
同席者にも必要に応じて面
接して母子健康手帳交付と
同時に状況に応じた助言・
支援を行った。土日開庁日
も継続実施した。
・「おめでた家族教室」参
加の勧奨を行い、新たに６
月から妊婦歯科健康診査の
周知を図った。

・引き続き、母子健康手帳
交付から、妊娠中、出産、
子育てまで継続的に支援す
る体制にあることを妊婦・
家族に対し丁寧に説明、周
知を図り、理解を得られる
ように努める。

A こども家庭支援課

平成３０年度　秦野市子ども・子育て支援事業計画に係る具体的支援策等実施状況

P46-47
5-1-
(2)
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

おめでた家族教室（父親
母親教室）

　夫婦で妊娠・出産・育児
等についての知識や技術を
習得し、親としての自覚や
役割について考える場とし
ます。

― ―

実施回数４０回
（土曜日開催５回を含）
※祖父母教室年２回
年間参加延人数　５５０
人

＜おめでた家族教室＞
・実施回数３９回（土曜
日開催４回を含む）開
催。※台風により１回減
・年間参加延人数
計：５６０人（母：３８
４人、父等：１７６人）
　※土曜日参加者再掲
（母：７５人、父等：７
６人）

＜はじめての祖父母教室
＞
・実施回数２回
・年間参加延人数
計：８０人

・台風接近に伴い土曜開催
を１回中止とした影響もあ
り、全体の参加者数は減少
したが、父親等の参加割合
は述べ人数で２．４％増で
３１．８％となった。
・土曜日開催では、同日開
催の「目指せイクメン講
座」に参加する先輩パパマ
マ家族との交流があり、双
方にとって子育てや夫婦の
協力について効果的な機会
となっている。
・平成２９年度から１日
目、２日目に栄養士が携わ
ることで、胎児期からの食
育の強化につながった。
・祖父母教室の参加者は増
加し、子育ての支援者とし
て期待される。

・引き続き、妊娠届出時を
中心に、教室参加を周知
し、安心して出産、子育て
につながる内容の充実を図
る。
・子育てを母一人で抱え込
むことのないように、夫婦
の協力という視点で、父親
がさらに参加しやすいよう
に工夫に努める。
・子育ての支援者となる、
祖父母教室も継続実施が必
要。

A こども家庭支援課

マタニティクッキング

　妊娠中の栄養、適正な体
重増加についての知識や栄
養バランスが取れた具体的
な食事について体験、支援
します。

― ― ― ―

従来はおめでた家族教室の2
日目として実施していたも
ので、実績は上記に含む。 ― － こども家庭支援課

妊婦健康診査費用助成事
業

　妊婦の健康管理を図るた
め、妊娠中14回の健診につ
いて助成を行います。

― ―

妊娠中１４回の健診につ
いて公費助成
延受診者数
：１１，０８０人

妊娠中１４回の健診につ
いて公費助成
延受診者数
：１０，７９６人

・妊娠届出の際、母体と胎
児の健康増進のために、受
診に関する説明と共に受診
勧奨を個別に行った。
・平成２９～３０年度の妊
娠届出件数は横ばいである
が、実績は減少した。年度
内の届出者と受診者は必ず
しも一致していない。
・里帰り出産等の理由での
償還払いについても、適切
に処理できた。

・引き続き、妊婦健康診査
の重要性について伝えるよ
うにし、母体と胎児の健康
管理に努める。
・特に不安がある、また
は、医療機関から保健指導
が必要との指示があった妊
婦については、継続支援に
努める。

B こども家庭支援課

妊産婦・新生児、未熟児
訪問指導

　妊産婦・新生児の健康を
守るため、助産師や保健師
による家庭訪問を行い、日
常生活全般における相談等
支援を行います。妊産婦の
不安緩和や健康管理、産後
の経過確認、新生児の健全
育成を促進します。

― ―

妊産婦訪問
　：４５０回（延）
新生児訪問
　：４３０回（延）
未熟児訪問
　：１００回（延）

妊産婦訪問
　：７３７回（延）
新生児訪問
　：４２０回（延）
未熟児訪問
　：１０４回（延）

・妊娠から出産にかけて母
親は心身が不安定になりや
すく、赤ちゃんとの生活に
慣れ、安心して子育てでき
るよう、助産師または保健
師が訪問を実施した。里帰
りについても、自治体間で
連携を取り、支援を行っ
た。

・今後も助産師や保健師に
よる家庭訪問を継続実施
し、妊娠期から出産、子育
てまでの日常生活全般にお
ける切れ目のない支援に努
める。

A こども家庭支援課

特定不妊治療費助成事業

　不妊症に悩む夫婦の経済
的負担の軽減を図るため、
特定不妊治療を受けた夫婦
に対し、治療費の一部を助
成します。

― ― ―

助成件数：９１件 ・９２件の申請があり、９
１件に助成を実施。

・少子化対策の一環とし
て、高額な医療費がかかる
特定不妊治療を行う夫婦の
経済的負担の軽減を図る。

B こども家庭支援課

不育症治療費助成事業

　不育症に悩む夫婦の経済
的負担の軽減を図るため、
不育症治療を受けた夫婦に
対し、治療費の一部を助成
します。

― ― ―

実績なし ・平成３０年度は申請な
し。

・少子化対策の一環とし
て、高額な医療費がかかる
不育症治療を行う夫婦の経
済的負担の軽減を図る。
・不育症を診断できる専門
医が少ないことから、必要
時情報提供を行う。

－ こども家庭支援課

P46-47
5-1-
(2)

P46-47
5-1-
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

家庭訪問・電話相談・所
内面接（新生児・未熟児
を除く）

　育児不安解消、虐待予防
等、ハイリスク者を含め、
必要と判断した対象（原
則、就園前までの乳幼児と
親）に実施します。

― ―

地区担当保健師の訪問延
件数
：８００件

地区担当保健師の訪問延
件数
：１，１９０件

・継続支援を必要とする家
庭に対し、個別対応が大幅
に増えた。

・今後も顔の見える関係を
大切にし、継続実施する。

A こども家庭支援課

乳幼児健康診査

　各月齢・年齢に応じた成
長・発達の確認、子どもに
合った健康の保持増進及び
食育やことばの発達への支
援を行います。

― ―

４か月児：870人
７か月児：914人
１歳児：964人（※）
１歳６か月児：1,055人
２歳児：1,055人
３歳６か月児：1,214人

※１歳児健診のみ医療機
関委託のため随時
他、集団方式により実施
回数各年２４回

４か月児：865人
７か月児：892人
１歳児：936人（※）
１歳６か月児：1,020人
２歳児：998人
３歳６か月児：1,158人

※１歳児健診のみ医療機
関委託のため随時
他、集団方式により実施
回数年各２４回

・各月齢・年齢に応じた発
育・発達の確認のほか、子
どもに合った健康の保持増
進及び食育やことばの発達
を促し、安心して子育てで
きるよう支援に努めた。

・引き続き、集団健診の特
性を活かし、妊娠期から継
続的な関わりの体制によ
り、安心して子育てに臨め
るよう、育児支援の充実を
図る。また、委託健診につ
いても必要時、医療機関連
携に努める。

B こども家庭支援課

乳幼児健診未受診者対策

　対象月未受診者に対し、
受診勧奨文書の送付や電
話、訪問により、未受診者
の状況把握を行い、確実な
健診受診を促す。

― ―

対象家庭全数に実施 対象数１０６人に実施 ・未受診者に対する受診勧
奨とともに、養育状況の確
認を実施。必要に応じて、
児童福祉担当部署と連携し
て把握に努めた。

・受診勧奨ハガキの送付、
訪問により、受診勧奨及び
養育状況の確認について、
できるだけタイムリーな実
施をし、児童福祉担当部署
との連携を引き続き行い、
全数把握に努める。

A こども家庭支援課

乳幼児経過検診（ニコニ
コきっず相談）

　乳幼児健診等で経過観察
を必要とする親子に、医
師、管理栄養士、心理相談
員、保健師による個別相談
を行います。

― ―

実施回数：１２回 実施回数：１２回
延人数：１４６人

・乳幼児健康診査から経過
観察が必要または子育てす
る上で心配がある親子等を
対象に、専門的な視点での
支援に努めた。

・通常の健診と比べ、予約
制でゆったりとした雰囲気
の中で、受診や相談ができ
る場は必要であり、継続実
施とする。

A こども家庭支援課

育児講座（目指せイクメ
ン講座）

　子どもの成長発達に合っ
た講座を通し、子育てにお
ける父親の役割について学
びます。

― ―

実施回数：５回（全て土
曜）
参加者（延）：１５０人

実施回数：５回（全て土
曜）
※台風により１回減
参加者（延）：１２２人

・悪天候により１回開催中
止としたため、参加者数
減。子育てに関する知識の
普及啓発やふれあい遊びの
体験、参加者と「おめでた
家族教室」との交流を実施
し、夫婦で協力し、思いや
りの重要性を再認識できる
機会となっている。

・今後も、父が参加しやす
い講座の充実を図り、「お
めでた家族教室」との交流
を図りながら、夫婦で協力
しあうことを学ぶ場とし
て、継続実施する。

B こども家庭支援課

離乳食セミナー

　子どもの食べる意欲、消
化吸収等の身体の発達、情
緒の発達、発語等を促す食
事の大切さを伝え、食育か
らの支援を行います。 ― ―

事業の実施回数：２２回
参加人数：６００人

事業の実施回数：２２回
参加人数：５６６人

・家庭でも食育を実践する
意欲を育めるよう努めた。
・参加者アンケートからは
試食ができ、実際の作り方
を具体的に学ぶことができ
よかった等の感想が多く聞
かれた。家でも実践できそ
うとの回答は９９．６％で
あった。

・今後も申込みしやすいよ
うに４か月児健診時の受付
を促し、子どもの食育と育
児不安の解消に努める。

B こども家庭支援課

幼児食と歯のセミナー

　食べることからのむし歯
予防を啓発し、子どもの食
べる意欲、身体、情緒、こ
とばの発達を促す食事の大
切さを伝え、食育としての
支援を行う。

― ―

実施回数：１２回
参加人数：２００人

実施回数：１２回
参加人数：２３０人

・「早寝、早起き、朝ごは
ん」の生活習慣づくりの重
要性を伝え、虫歯予防との
関連性も学ぶことから、家
族で生活習慣も見直す機会
となっている。

・今後も参加しやすいよう
に7か月児健診時にリーフ
レットを配布し、家族で食
育に取り組めるよう努め
る。

A こども家庭支援課

親子育児教室

　集団の特性をいかした自
由遊び・親子体操・課題遊
び・紙芝居等の遊びを通じ
た親子支援を行います。 ― ―

実施回数：３６回
参加人数：６５０人

実施回数：３６回
参加人数：６６５人

・子どもの発達に合わせた
遊びの提供や個別相談を通
じて、育児不安や発達の心
配などにきめ細やかに対応
した。

・子どもの発達や関わり方
に不安を感じている家庭に
合った支援の一つとして、
引き続き丁寧に相談や集団
の特性を生かした事業に努
める。

A こども家庭支援課

P50-51
5-2-
(2)
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

育児相談事業

　子育てサロン（ほっとサ
ロン等）からの協力依頼に
より、地区担当保健師が育
児相談等に応じます。

― ―

実施回数：１０回
参加人数：４００人

実施回数：２４回
参加人数：５３２人

・地域で子育て支援をする
民生委員等との連携によ
り、地区担当保健師等が、
出向く形で親子が生活する
身近なところでの相談対応
に努めた。

・引き続き、地域の子育て
支援者との連携により、不
安を軽減し、保護者が自信
を持てるよう親子支援に努
める。

A こども家庭支援課

幼稚園における楽しい食
育事業

　食育キャラクターを作成
し、年長児を対象に「早
寝・早起き・朝ごはん」の
大切さを伝える食育を実施
し、就学までの子どもの健
やかな成長・発達への切れ
目のない継続した支援を行
います。併せて、保護者へ
「早寝・早起き・朝ごは
ん」の大切さを伝え、子育
てを支援します。

― ―

実施回数：１４回
参加者人数：１，１００
人

実施回数：２４回
参加者人数：１，５１８
人

・対象を公立園だけでな
く、民間園へも広げ、実施
の拡大を図った。
・食育キャラクターを活用
することで、楽しみながら
食について学ぶことができ
ている。

・引き続き楽しく食育を進
めらるように、各園等と連
携して実施していく。

A こども家庭支援課

はだの生涯元気プラン
（秦野市食育推進計画）
推進事業

　プランの進行管理や、プ
ランに基づく食育事業によ
り、子育て支援の充実を図
ります。 ― ―

第２次はだの生涯元気プ
ラン（秦野市食育推進計
画）の進行管理

第２次はだの生涯元気プ
ランの進行管理

・第２次はだの生涯元気プ
ランについて、庁内会議及
び委員会を各１回開催し、
進行管理を行った。

・第２次はだの生涯元気プ
ランについて、庁内会議及
び委員会を各１回開催し、
進行管理を行う。検討に
よって得られた意見を反映
させていく。

A こども家庭支援課

予防接種事業

　疾病予防のため予防接種
法に基づく予防接種を実施
する。

― ―

接種率（抜粋）
ヒブ１回目：９０．０%
小児用肺炎球菌１回目
：９０．０%
ＢＣＧ：９０．０%
麻しん・風しん１期
：９０．０%

接種率（抜粋）
ヒブ１回目：９４．１%
小児用肺炎球菌１回目
：９４．２%
ＢＣＧ：９２．３%
麻しん・風しん１期
：９４．３%

・接種率は高水準である。 ・接種率向上のため、引き
続き接種勧奨を行う。
・感染症の流行等について
は、国の方針（予防接種法
の改定を含む）に基づき、
他自治体の情報収集をしな
がら対応に努める。

A こども家庭支援課

小児医療費助成事業

　子どもの健康の維持及び
健全な育成を支援するた
め、入院･通院にかかる費用
の保険適用を受ける医療費
自己負担分を助成します。 ― ―

助成対象者：14,000人
助成件数：211,000件
助成費：417,000,000円

助成対象者：13,848人
助成件数：217,931件
助成費：450,110,307円

・平成３１年４月から通院
の助成対象を中学３年生に
拡大するため、制度改正手
続やシステム改修および申
請書受付を行った。

・就学児の医療費助成につ
いて、所得制限撤廃が可能
か検討していく。

A 子育て総務課

小児救急医療体制整備事
業

　休日の終日及び平日夜間
における入院を要する小児
救急医療については、秦野
伊勢原医師会の事業地域に
おいて、空白がないよう受
入れ態勢を整え、実施して
いきます。また、入院を要
しない場合は、秦野伊勢原
医師会が休日夜間急患診療
所において救急医療を実施
します。

― ―

平日夜間：２９２日
休日昼間：７３日
休日夜間：７３日

平日夜間：２９２日
休日昼間：７３日
休日夜間：７３日

・休日の終日及び平日夜間
における入院を要する小児
救急医療については、伊勢
原協同病院及び神奈川病院
の輪番により空白がないよ
う受入れ態勢を整え、実施
出来た。
・また、入院を要しない場
合は、秦野伊勢原医師会が
休日夜間急患診療所におい
て救急医療を実施出来た。

・休日の終日及び平日夜間
における入院を要する小児
救急医療については、秦野
伊勢原医師会の事業地域に
おいて、空白がないよう受
入れ態勢を整え、実施して
いく。
・また、入院を要しない場
合は、秦野伊勢原医師会が
休日夜間急患診療所におい
て救急医療を実施する。

A 健康づくり課

5-2-
(2)

P50-51
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

青少年非行防止

　非行防止のための各種啓
発用パンフレットの作成・
配布、青少年に有害な社会
環境の実態調査や非行防止
意識の高揚を図るための講
演会など、環境浄化に向け
た取り組みを進める。ま
た、非行防止のための街頭
指導を推進していく。

― ―

啓発用パンフレット
３，０００枚作成

社会環境調査の実施
・カラオケボックス９店
舗
・書店６店舗
・インターネットカ
フェ・まんが喫茶　２店
舗

啓発用パンフレット
３，０００枚作成

社会環境調査の実施
・カラオケボックス９店
舗
・書店６店舗
・インターネットカ
フェ・まんが喫茶　２店
舗

啓発用パンフレットの状況
・「ケータイ　スマホ」の
適切な利用に関するパンフ
レット　３，０００枚作成
・市内１１小学校５～６年
生から家庭向けに配布し、
子どもたちへの注意喚起を
行った。

社会環境調査の実施状況
・カラオケボックス９店舗
・書店６店舗
・インターネットカフェ・
まんが喫茶２店舗
青少年の社会環境を把握す
るとともにケータイ、スマ
ホの危険性について啓発す
ることができた。

・今後も非行防止のための
啓発活動を継続して行う。

A こども育成課

P50-51
5-2-
(2)

地域・団体活動の推進

　青少年が地域でともに学
び育つ心を養っていくため
に、中学生及び高校生を中
心とした青少年リーダーの
養成と自主的に活動してい
る団体に対する支援体制の
一層の充実に努める。

― ―

・青少年指導員 全体研
修会年３回

・秦野市子ども会育成連
絡協議会
補助金　528,000円
（子ども会：３９単位
会員数：１，８９６人、
高校生：５人、
中学生：２３６人、
小学生：１４３０人、
幼児：２２５人）

・青少年指導員 全体研
修会年３回

・秦野市子ども会育成連
絡協議会
補助金　528,000円
（子ども会：３９単位
会員数：１，８９６人、
高校生：５人、
中学生：２３６人、
小学生：１４３０人、
幼児：２２５人）

・青少年指導員（７１人・
全体研修会年３回実施）

・秦野市子ども会育成連絡
協議会へ助成し、その活動
を支援することができた。
補助金　528,000円
（子ども会：３９単位
会員数：１，８９６人、
高校生：５人、
中学生：２３６人、
小学生：１４３０人、
幼児：２２５人）

・地域における青少年育成
のための諸団体相互の連
絡・協調を図り、地域ぐる
みの青少年育成活動を行っ
ている。
・今後とも各団体等の支援
を行う。

A こども育成課

放課後子ども教室の推進

　放課後の安全・安心な子
どもの活動拠点（居場所）
の確保を図り、地域の方々
の参画を得て、子どもたち
と共に勉強やスポーツ・文
化活動、地域住民との交流
活動等の取り組みを実施す
ることにより、子どもたち
が地域社会の中で、心豊か
で健やかに育まれる環境づ
くりを推進する。

― ―

年間２４回実施
１回あたり２５名の参加
を目指す。

年間２６回実施、参加人
数延べ９４０名（内訳児
童延べ７５９名、延べボ
ランティア１８１名）
活動回数を増やし、１回
あたりの参加者約３６名
で概ね目標を達成した。

・上小学校の児童を対象に
かみ放課後子ども教室を学
校・家庭・地域住民等と協
働で実施し、地域住民との
交流活動を通じて、子ども
達を育む取り組みを行っ
た。また、関係団体と連携
して、子ども達が地域社会
で心豊かで健やかに育まれ
る環境づくりに努めた。

・ボランティアや関係団体
等らと連携し、子ども達が
健やかに育まれる環境づく
りに継続して取り組む。

A 生涯学習課
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計画書
掲載頁

計画書
項目

具体的支援策等 事業内容
最終年度

（平成３１年度）
目標確保（見込）量

 計画における
平成３０年度

　　目標確保（見込）量

各課等の
平成３０年度
目標確保量

平成３０年度
実績確保量

平成３０年度
実施状況及び効果

今後の取組み

担当
課等
の

評価

担当課等

P53
5-3-
(2)

ブックスタート事業

　７か月児健康診査におい
て、絵本を開く楽しい体験
とともに、絵本を贈呈し、
親子のふれあいを支援す
る。

― ―

健診対象者への絵本の配
布率：９８％

健診対象者への絵本の配
布率：９８．７％

・絵本の読み聞かせを通じ
て、赤ちゃんとの大切な時
間を、参加された保護者一
人ひとりに体験していただ
くことができた。また、配
布する絵本の種類を一部変
更することで、第２子以降
の保護者の選べる幅を広
げ、利用者ニーズへの対応
に努めた。

・ボランティア等の協力を
得て、市内みんなで子育て
を応援しているというメッ
セージを伝えるとともに、
乳児向けのおはなし会、読
書等による親子の楽しいひ
とときの機会の充実に継続
して取り組み、また、親子
で使いやすい図書館の運営
に努める。

A 図書館

赤ちゃんふれあい体験事
業

　中学生が赤ちゃんとの触
れ合いを体験することで、
命の尊さを学び、親と子の
関係を考え、自分自身を見
つめなおす機会とします。

― ―

実施回数：３回
参加人数：１５人

実施回数：３回
参加人数：２４人

・赤ちゃんとの接し方等の
講座後に、既存事業（乳児
健診や離乳食セミナー）に
参加。赤ちゃんを抱いた
り、母から話を聞いたりす
ることで、命の尊さ、親に
対する感謝の気持ちが表出
された。

・引き続き、市内中学校と
連携を取りながら実施し、
命の尊さについて学ぶ機会
とする。

A こども家庭支援課

禁煙講演会

　市内小中学校において禁
煙講演会を実施し、早期か
らの喫煙防止教育、子ども
から親への禁煙を啓発しま
す。

― ―

小学校２校、中学校１校
に喫煙防止教育を実施す
る。

小学校２校、中学校１校
に喫煙防止教育を実施。

・例年、依頼のある学校に
喫煙防止教育を実施した。
今後も継続しても取り組み
をしていき、将来にむけて
喫煙する人の減少に努め
る。

・市内小中学校にチラシを
配布し、依頼のなかった学
校やＰＴＡにも周知し、タ
バコの危険性を伝えていけ
るように努める。

A 健康づくり課

薬物乱用防止教室

　各小中学校において、神
奈川県の「喫煙・飲酒・薬
物乱用防止教育推進事業」
等を活用し、県警の少年相
談員や青少年相談員等を講
師として依頼し、講演会や
学習会を開催する中で児童
生徒に啓発を行います。

― ―

小・中学校２２校 小・中学校２２校 ・薬物の身体や精神への健
康影響や社会的な影響、法
律などを理解するととも
に、薬物を許さない社会づ
くりをする資質や能力を身
につけるため、県警の少年
育成課、秦野ライオンズク
ラブ等の関係機関と連携し
て薬物乱用防止教室を開催
した。

・薬物乱用防止教育を推進
していくため、学校だけで
なく各関係機関と連携した
活動が繰り返し必要であ
る。今後も薬物乱用防止教
室等で「正しい知識の習
得」「薬物乱用を絶対に許
さないという意識の高揚」
「誘惑を断る勇気」、「自
分を大切にする心の育成」
が図れるよう取り組んでい
く。

A 教育指導課

秦野市立小学校における
巡回教育支援相談事業

　市内の各小学校に週1回配
置され、児童、保護者、教
職員からの学校生活等に関
する相談に応じます。

― ―

児童生徒、保護者、教職
員、地域住民等より電
話、面談、学習支援等併
せて６００件を目標と
し、市内不登校児童生徒
の分析を強化するため、
勤務体制を変更する。

児童生徒、保護者、教職
員、地域住民等より電
話、面談、学習支援等併
せて６２５件の相談に対
応した。

・市内各小学校及び教室支
援教室に巡回教育支援相談
員を週１回派遣し、校内の
巡回や面談及び電話による
相談活動等を実施した。
・関係機関へつなげたり、
粘り強く相談に応じたりす
ることで児童生徒、保護者
や教職員の不安を和らげる
ことができた。
・不登校児童生徒の分析を
進めたことで、支援の強化
につなげることができた。

・今年度の実施状況及び効
果をよく検討し、事業成果
が更にあがっていくよう体
制の見直しを行う。さらに
教育支援教室や訪問型個別
支援事業、小学校との連
携、情報の共有等を行いな
がら相談事業の充実を図
る。

A 教育指導課

P54
5-4-
(2)
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